On the Problems of Local Rate Taxes, "Kosûwari" at the end of Meiji era (II) by Sakamoto, C.
明治末町村財政における戸数割課税の展開（皿）　27
明治末町村財政における戸数割課税の展開（豆）
　　　一岡山・山口県下の町村の事例を中心に一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂　　本　　忠
工　問題の所在と限定
2　日露戦争後の市町村経費の膨脹と戸数割
3　町村における戸数割課税の実態とその問題状況
1．津山町の場合………以上前号
2．湯野村，富家村，平川村の場合………以下本号
3．山口県下における戸数割賦課問題をめぐる村民訴願の状況
4　むすびにかえて
“次
　2．湯野村，富家村，平川村の場合
　この点は，岡山県川上郡の湯野村，富家村，平川村（昭和31年9月合併して
備中町となる）の場合にはどうだったのか。明治期とくに日清戦争後から日
露戦争をへた日本資本主義の帝国主義化の時期にかけて，各行政町村とも教
育行政は，国家的要請にもとづき勧業政策と共に大きな課題であった。とく
にいかに学校を設置しいかにこれを経営，維持していくかという問題と，い
かにして就学率を高あていくかが各町村の重要な行政課題だったのである。
そういった政策は当然経費の拡大→負担の重圧→戸数割負担をめぐる村民の
対応を招かざるを得ない。これを各村についてみておこう。
　川上郡湯野村の教育行政をみよう。湯野村の小学校への就学状況は，日清
戦争後の1896（明治29）年に学令児童のうち就学者315名，就学猶予出願者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）174名，年間平均就学者約119入となっている。その後1901（明治34）年に就
学猶予者52名に減少し，1908（明治41）年には学令児童452人のうち就学猶
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（z）予者は皆無になるまで就学率の上昇をみたのである。就学猶予者の克服と共
（1）　r備中町史』，本編，昭和47年，341頁。
（2）　同上，865頁。
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に1go7年の学制改革にともなう義務教育年限の延長は，小学校校舎の建築等
教育諸条件の整備を緊要ならしめ，貧困な行政村財政に様々な問題を惹起せ
しめたのである。たとえば湯野村ですでに1899（明治32）年度西山小学校建
築に際し予算金額1，000円のうち，400円は西山学区財産より借入，300円は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）湯野村総戸数に賦課して徴収することを議決したことがあった。1907（明治
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）40）年三油野小学校を新たに建築している。ここで西山地区や西油野地区と
いうのは村（行政村）内の大字部落（いわゆる自然村的性格を残した山村共
同体的な部落）に相当するものであるが，この学校建築と財政負担のあり方
をめぐって各部落住民よりさまざまな対応がみられたのであった。
　その一例として，1907年の湯野村西油野小学校建築に際し，敷地は学校所
在大字住民が提供するが，その費用は村全体で負担する村会側の方針に対し
て，教育経済を一村内部の大字単位に分割せよとの強硬な意見が西油野部落
　　　　　　　　　（5）住民から出されている。一方西山地区でもその後1912（明治45）年度に西山
小学校経営について西山総代の村会議員より次のような内容の請願が村会に
提出され紛糾をみている。西山地区総代の主張は，「湯野村学校経済ヲ分割
シ，西山学校ハ西山住民ノ負担ヲ以テ維持経営ヲスベシ」というにあったが，
　　　　　　　　　　　　　　　（6）村会はこの請願を4対2で否決した。またこの年湯野村7名の村会議員の意
見が村長あてに出され，「村税ノ増加逐年膨脹ヲ来シ，底止スル所ヲ知ラズ，
二二・シテ匡救ノ途ヲ講ゼズンバ，財政ハ愈潰敗シ，将二測ルベカラザントス
」と述べとくに「教育費二於テ殊二増加」する傾向なので緊縮合理化のため
「1．西山・東油野尋常小学校ヲ各二学級二三ムル事，2．西油野分教場を全廃
スル事，3．是等費用ノ節減ヲ以テ高等小学校ノ拡張二充ル」ことを請願建議
　　　　　　　　　　　　　（7）し村会の承認を得たのであった。
（3）　備中町役場蔵旨旨野村村議会議事録綴による。
　照・
（4）　『湯野村村会議事録』綴による。
（5）　（6）　『備中町史』，341頁。
（7）　同上，342頁，871頁。
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　みられるような請願には様々な意味がこめられていたが，一見村内部落住
民の地域エゴイズムをともなっているかにみえる学校経済分割案の要求，教
育財政合理化の要求の根底には，学校財政を中心とした村内の租税負担をめ
ぐる住民の不満要求が，各部落からの村会に向けての請願要求となってあら
われたことが注意さるべきであろう。いま湯野村の1909（明治42）年度の村
会議事録を例に同年度の村税予算案についてみよう。第17表にみる通り，
1909年度の村税のうち前年度に比べ伸び率の高いものは地価割と戸別割とで
　第17表　湯野村の村税予算と付加税率
1908年度 エgo9年度 付　　加　　税　　率　　等
村　　税
　地価割
　営業割
　戸別割
　　　円S，611．216
　　（IOO）
　726．000
　　（エ00）
　160．000
　　（IOO）
4，624．716
　　（100）
　　　　　7，310．935〔100．0〕
　（132．7）
　968．800　〔13．3〕
　（133．4）
　169．500　　〔2．3〕
　（105．9）
6，172．635　〔84．4〕
　（133．5）
地租2422円，1円二付40斐
国税営業税45円，1円二十30菱
県税営業；税390円，　〃　　40k
県税戸数割予算高790．356円の7♂80994206
136倍戸数582戸1戸平均IO．605902061円
注）　r湯野村村会議事録』明治42年より作成。　〔〕内は構成比，　（
　　度伸び率である。
第18表　湯野村の県税戸数割賦課状況（1908年度前期分）
）内は対前年
戸別等級　　戸 数　　比 率i税 額　　比 率
1　’v　5
6　N10
11　N　15
！6　t－v　20
21　’v　25
26　一．　30
31　N　33
合　計
　9戸
42
6S
119
i26
157
64
582
　1．se／0
　7．2
11．2
20．4
21．6
27．O
l工，0
100．0
79．39円
l13．04
92．18
109．65
77．34
52．36
11．77
635．73
14．s”／e
21．！
17．2
20．5
14．4
　9．8
　2．2
100．0
注）　r湯野村村会議事録綴』による。但し33等級は免除者で3戸である。
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あるが構成比からすれば戸別割が村税の8割余を占め圧倒的比重となってお
り，また県税戸数割に対する付加税率も7．8倍に達し，1戸平均IO円60曳　5
厘9毛に達するのである。いま1908年度前期分を例に同村の県税戸数割の賦
課状況をみておこう。第18表にみる通り戸数の比率では16等以下の中下位階
層の負担者が582戸の内戸数では8割を占めているのである。また税額で
は，16等以下でほぼ5割近くに達している。みられる通り湯野村でも戸数割
は零細農民への大衆課税となっている。ただ上中位階層の税額も相対的には
かなげの比重を占めているが，これは，上位地主層の土地所有の大いさをも
　　　　　　　　（8）示すものであろう。
第19表　富家村の教育費の：支出 （決算，単位円）
重く墾」・9。・ 1907 1908 19091910 1911
村歳出総額　　　　　囚
教育費合計　　　　　（B）
う　ち・給　料
雑　　　　　費
校　　　　　費
営　　繕　　費
その他臨時支出
　　BIA
6，453
（100）
1，884
（IOO）
1，260
　89
　414
　66
　65
　　elo
29．2
4，63S
（70）
2，1工7
（112）
1，394
　55
　523
　61
　95
　　a！e
46．7
8，743
（135）
3，260
（173）
1，553
　ee
　849
　64
　704
　　elo
37．3
6，852
（106）
3，582
（190）
1，763
　167
　835
　157
　660
　　01e
62．3
9，945
（154）
6，676
（354）
1，932
　12フ
　9co
　34
3，644
　　ere
67．1
9，86S
（153）
4，366
（232）
2，384
　199
　881
　118
　884
　　e！e
44．3
注）　F富家村村会議事録綴』各年度による。
（8）　湯野村の戸数割1等に位する赤木雄太郎は，村内西山地区に所属する村会議員で
　　土地ならびに特に山林を70～80町歩所有する山林地主である。1908年度前期定期分
　　1等の1戸当り戸数割標準金額は33円に達している。ほかに，40～50町歩所有する
　　地主が上位を占める。なお1970年代以降の商社資本の現備中町西山地区の農業振興
　　地区の土地買い占めは，かかる山林地主所有ならびに共有林を対象に行われたこと
　　が想起されよう。また当時，教育行財政問題と共に，湯野村の産業組合も1907（明
　　治40）年1月23日，湯野信用販売購買組合として設立をみている（『備中町史』史
　　料編，・433頁）。
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第20表　富家村の戸数割と付加税率の推移　　　　　　　　　　　　（1906－1912）
～聴≧一く聖＿ 村税戸数割　県税戸数割　付加税率
1906（明治39）
1907（　hr　40）
1　9　O　8　（　t，　41）
±909（”　42）
1　9　1　O　（　i，　43）
1911（”　44）
・9・2（難望）
　　　　円
1，775．750
　　（100）
2，927．120
　　（165）
3，459．760
　　（195）
3，943．280
　　（222）
4，467．120
　　（252）
4，807．680
　　（271）
5，847．070
　　（329）
　　　円
391．588
247．99
790
601．594
531．59
632．80
625．36
　　　倍
4．538
8．42101
4．3788
6．55
8．4
7．5975
9．35
戸劉・戸覇
　　戸　　　　　　円439
449
444
443
450
452
458
4．048
（IOO）
6．52657
（161）
7．792
（192）
8．89489
（220）
9．93
（245）
10．6366
（263）
12．7666
（315）
注）前掲資料により作成。
　次にこれを富家村についてみよう。富家村でもこの時期に学校の校舎の改
築があいつぎ村歳出のうち教育費の占める比重は，第19表にみる通り1907年
度46．7％，1909年度52．3％，1910年度67．1％を占めるに至っておりまた教育
費の伸び率も1906年度から！910年度までの4年間に名目で約3．5倍，1911年度
でも2．3倍に達し村歳出の伸びに大きく貢献しているのである。うち給料が
5～6割の比重を占めているが校費，その他の臨時支出が著しく高い年度も
ある。これに対する村税のうちその大宗を占める戸数割の状況をみると第20
表の通り1906年度から1911年度の5年間に約2．7倍に達している。この二一
に県税戸数割への付加税率も著しく拡大し，1戸当り平均額も1906年度の4
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（s）円4美8厘から1911年度の10円63美　6厘5毛にまで拡大していたのである。
ちなみに1908（明治41）年度の富家村の歳出入をみると教育費（経常，臨
時），役場費，土木費（とくに臨時）などが多く，歳入は村税と国・県から
の補助金，雑収入，財産収入などに依存しているのである。教育費のうち過
半を占めるのが教員給料で小学校令の改正にともなう教育年限の延長後月平
（9）　r富家村村会議事録綴』による。たとえば富家村の戸数割納税の上位を占める赤
　　木四平は酒屋を営む豪農で昭和48年現在も約80町歩を所有するといわれている。
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第21表富家村の歳出入（決算，1908年度）
経常部
　歳入
．財産収入
使用料及手数料
雑収入
内授業料
補助金
寄付金
内教育費
〃　土木費
交付金
村　税
内地価割
所得割
営業割
戸別割
　合　計
　　　円
　l18．l17
　24．800
　668．393
　86．900
3，3S7．922
　198．850
　U8．850
　80．000
　79．728
4，460．975
　631．525
　51．640
　318．050
3，459．760
8，959．429
比率
（％）
　L3
　0．3
　7．5
（9．7）
37．5
　2．2
（1．3）
（O．9）
　O．9
49．8
（7．0）
（O．6）
（3．5）
（38．6）
100．0
経常部
　歳出
役場二
会議費
土木費
教育費
内教員給料
衛生費
勧業費
諸税及び負担
財産費
　合　計
　　　　　比率
　　　円　（％）
1，463．189　32．4
　55．000　1．2
　51．180　1．1
2，556．078　56．6
1，652．540　（34．4）
　44．945　・　±．0
　70．OOO　　ユ．．5
　27ユ．．522　　　　6，0
　　6．170　O．1
4，6！8．084　IOO．O
臨時費
基本財産蓄積費
補助金
衛生費
土木費
村公債費
教育費
　合　計
　歳出総計
　　　円　（％）
　176．826　4．2
　185．440　4．4
　59．372　1．4
3，091．295　73．2
　22．832　O．5
　688．852　16．3
4，224．616　IOO．0
8，742．700
　注）合計にはその他を含む。
　　　　　　　　　　　　　　　　（工の均12円から16円に切り上げられた。小学校運営は村の基本財産蓄積によって
行われたが，ほかに授業料収入，寄付金，地方債などの補助的収入にも依存
している（第21表参照）。
　以上の点は，平川村の場合にもほぼ同様であった。第22表は平川村の1909
（明治42）年度に例をとって村財政歳出入をみたものであるが，教育費が歳
出の6割余を占めると共に歳入では授業料収入がやや多くなっているがこれ
（10）　r備中町史』本編，868頁。
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第22表平川村の歳出入（1909年度，決算）
歳入
財産収入
学校財産収入
使用料手数料
雑収入
内授業料
前年度繰越金
補助金
寄付金
内教育費
交付金
村　税
地価割
所得割
営業割
戸別割
合　計
　　　円
　64．820
　78．468
　45．900
　179．243
　165．580
　108．945
　202．290
　52．500
　52．500
　73．635
4，447．700
　654．！20
　71．480
　2工7．770
3，604．33e
??????。????
5，253，501　IOO．O
歳出
役場費
会議費
土木費
教育費
内教員給料
衛生費
諸税及び負担
　合　計
　　　　　　比率
　　　円　（％）
1，302．676　29．7
　48．600　　　　1．ユ．
　14．9工0　　　　0．3
2，714．864　62．O
l，552．070　35．4　・
　2工．370　　　　0．5
　276．938　6．3
4，379．368　IOO．O
臨時費
教育費
土木費
基本財産蓄積費
補助費
公債費
　合　計
　総　計
　　　円　（％）
　IOI．754　14．6
　250．000　36．9
　255．523　36．7
　39．000　5．6
　50．000　7．2
　696．677　100．0
5，076．035
注）　r平川村村会議事録綴』による。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）は，女子実科学校授業料を含むからである。平川村の村税と戸数割賦課の推
移にもほぼ同様の趨勢があらわれており，平川村ではとくに1907（明治40）年
度には農業不況下村歳入は減少しているにもかかわらず村税負担の歳入に占
める比重は8割に達し，また農家の戸数割負担の比重も村歳入に対して6割
余，村税に占める比重も8割近くに達し，以後もかなりの負担率の水準を維持
（11）平川村の平川小学校には1908（明治41）年女子実科女学校が併置された。！909年
　　度の平川村村会議事「事務報告」には次のようにのべている。　「国勢ノ発展二伴ヒ
　　国民負担加ルハ免レサル虚ナリ……道路改修ノ如キ急中ノ急ナルモ前年経ママ旧事
　　業トシテ起工シアル校舎増築中ナルヲ以テ村民ノ負担二耐へ兼ヌルモノト壷網本工
　　事ノ完成后二二テ計画起工セントス…教育費ハ小学校令改正義務教育ノ程度ヲ高メ
　　ラレタル結果非常ノ多額ヲ要スルニ至レリ…本年度二於テ起工スベキ増築工事ハ村
　　債許可ヲ得タル上追加予算ノ協賛ヲ得テ起工スベキナリ」と。
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第23表平川村の村税と戸数割の比重
（1906ｾ治39）1（晴磐1。）（耀、）1（耀、）（戯、）（晶、）
村　歳　入　（A）
村　　　税　（B）
うち戸数割　（C｝
　BIA　（％）
　C／A　（％）
　CIB　（％）
6，554．038
2，537．646
1，775．740
　　38．7
　　27．1
　　70．0
4，633．455
3，697．032
2，927．120
　　80．0
　　63．2
　　79．2
8，959．429
4，460．975
3，459．710
　　49．8
　　38．6
　　77．6
7，154，5！7
4，964．167
3，943．280
　　69．4
　　65．工
　　79．4
9，914．フ05　9，883．201
5，556．005
4，467．120
　　56．0
　　45．1
　　80．4
6，823，885
4，807．680
　　58．9
　　48．6
　　82．6
注）前掲資料，各年度による。
しつづけているのである（第23表参照）。
　平川村の戸数割負担を1910（明治43）年度前期分に例をとってみると，合
計509戸，300円31美のうち1戸平均S9美の負担率である。戸数割は28等級
（ほかに等外4戸）に分けられて賦課されているが，村会議員ll名ならびに
村長（村会議長）1名のうち8名までがll等級までの上位階層に所属してい
　　　　　（12）るのである。しかるに，戸数割納税者は16等級以下の中下位階層が372戸と
全体の約73％を占めるに至っているのである。いま『備中町史』本編を参考
に平川村の戸数割納税者と村会議員の階層の推移を1903，1913年度，そして
戸数割の市町村独立税への移行後の1927年度に例をとってこれをみよう。第
24表にみる通り，1903年度では村会議員はll名全員が15等級までを占め，19
13年度には13名中7名が15等位を占めている（20位までで13名中ll名を占め
る）。これに対し，制度改正後の1927（昭和2）年度にはほぼ各階層からの
議員の選出がみられるのである。しかし，納税戸数では各時期とも共通して
（12）平川村の戸数割財産等位上位者の村会議員には，1910年度で1等物部定蔵，2等
　　平川保（村長），3等平川基太郎，丹下短郎，4等物部運平，7等江草角蔵，8等
　　武並三郎らの名前がみえる。うち物部氏は，200町近くの山林を各地に所有した大
　　地主で，終戦前には長野県の官選知事などを歴任したといわれている。
　　　　　　　　　　　　　　　　一34一
明治末町村財政における戸数割課税の展開（皿）35
中下位階層rとくに1927年度には
所得額llOO円以下の最下位戸数が
全体の7割近くに及んでいる一に
傾斜した大衆課税化を示している
　　　　（13）のである。つまり，村議会におい
て学校教育，土木，衛生など重要
な施策の決定，村税の地価割，営
業割，戸別割等の賦課方法を含む
各年度の歳入歳出予算の審議・決
定など村政の重要な意志決定がか
かる上中位階層議員の意向によっ
て行われていたこと，とりわけ，
　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
第24表　平川村の戸数割納税者と村会議員
　　　の階層の変化
　その工　1903（明治36）年度分
財産等位
　ZN5
　6　一vlO
　工1～15
　16・v20
21～26・等外
戸 数
実見率（％）
13
45
87
148
217
2．5
9．O
17．0
29．0
42．5
内議員数
???
計 sio　l　ioo．o　1　u
（13）備中町役場所蔵，平川村の
　　『現勢調査予算』によると工912
　　（大正元）年の平川村の土地所
　有規模別では土地を持たぬ者
　107戸（21，6％），6反未満166
　戸（33．5％），5反～1町歩85
　戸（17．1こ口，工町歩～3町歩
　l18戸（23．8％），3町歩以上20
　戸（4．0％）・となっている。ま
　　た耕作規模別では，5反未満236
　戸（4フ．5％），5反～2町歩259
　戸（52．3％），3町歩未満1戸
　　（0，2％）となっている。全戸数
　　の20％に当る約100戸の農家が
　土地を持たず零細な小作経営を
　行っており，彼らは，山林労働，
　鉱山労働，日雇，その他の雑
　業にも従事していた。なお自作
　兼小作者は239戸と48％を占め
　ている（前掲『備中町史』，487
　－489頁）。みられるように全戸
　数の約7割が自小作ないし小作
　　の零細農民である。
その皿　1913（大正2）年度分
財産等位
　ltv5
　6　’一IO
　llrv15
　16．一”20
　21’v25
　26N30
31～35・等外
戸 数
実数幽％）
’　5
！1
43
86
U4
138
123
1．0
2．0
8．3
16．5
22．0
26．5
23．7
内議員数
????
計 s20　，1　ioo．o　1　i3
その1正　1927（昭和2）年度分
所得額別
8GO円以上
501　・v　800
301　・v　500
101　一v　300
　0～100円
戸 数
実釧比率（％）
　5
　6
18
124
346
LO
L2
3．6
24．8
69．4
内議員数
????
計 4gg　1　loo．o　l　lo
注）1．昭和2年度の場合議員2名は不明。
注）2．『平川村村会議事録綴』ならびに前
　　掲r備中町史』本編より引用。
一35一
　36
村税における最：も大衆課税
的，逆進的色彩の濃厚な戸
数割の賦課決定が，村内に
おけるかかる議員有力者＝
村内地主層によって行われ
ていたことが注意さるべき
であろう。
　こういつた戸数割の賦課
をめぐる状況は，県下各地
でみられたが，郡内各町村
毎にかなりの賦課水準の格
差がみられた。それは1戸
当りの負担率の格差にあら
われたが，たとえば県内都
窪郡に例をとってみよう。
第25表は1906．（明治39）年
度の5町14村についてみた
ものであるが，戸別割の1
戸当り負担は1円ていどか
第25表　都窪郡内町村税戸数割課率（1906年度分）
陣住戸釧戸別副戸数・戸当り
?????????????????????? 　戸　560
　606
1，071
1，080
　486
　943
1，180
1，398
　530
2，156
　923
　649
　5フ8
　792
　867
　51S
　551
　460
　501
15，846
　　　円
　945．000
1，867．670
1，589．544
1．，　IOO　，　OOO
　488．330
2，670．000
2，643．181
5，026．469
1，011．528
5，664．139
3，092．064
1，461．600
　890．366
±，340，750
3，489．211
1，01L．280
1，507．658
　943．000
　6フ2．938
37，414．728
　　円
田。70270
3．22012
1．47180
1．IOO
l．039
3．000
2．26882
3．59033
1．87320
2．671フ6
3．35364
2．320
1．56204
1．730
3．97834
1．92992
2，79196
2．050
ユ．354
2．39914
注）岡山県都窪郡役所『郡是資料』
　済研究所蔵）による。
（一橋大学経
ら3円以上に及ぶものもありかなりの地域的格差がみられる。』戸数割負担の
重圧とその配賦ヵ法の不公平をめぐる村民からの不満は，賦課等級の決定を
あぐるあり方，さらにはこの時期の町村行政の中心の一つをなす教育行政，
財政そのもののあり方への町村民ないし町村内地区（部落）住民からの不
満，抵抗となってあらわれたことはすでに若干みたところであ・つた。また
　　　　　　　　　　　　　　　こうね県南地区では，たとえば和気郡神根村（現吉永町）の大正初期の小作争議，
　　　　　　　　　　　　　　　　くユの農民運動の要求にもあらわれている。
（14）岡山県下の農民運動のうち，和気郡神根（こうね）村の小作争議の要求の一一っに
　　　　　　　　　　　　　　　一36一
　　　　　　　　　　　　　明治末町村財政における戸数割課税の展開（ll）　3ワ
第26表　岡山県における租税滞納処分状況　　　　　　　　　　　　　（1907－12）
年　　度
1907
1908
1909
1910
1911
1912
?
税
入　員　金額
　入　　　円
　2791・　18，636
　7661　7，237
　8571　38，524
　646［　36，808
　962i　6，234
1，l181　8，185
県 税
人　員　金　額
　人
5，230
6，996
7，216
7，025
9，262
9，168
　円
2，932
4，982
7，154
S，405
6，269
7，475
内戸数割
人則金額
　人
2，280
2，フ32
3，8±9
3，047
4，129
1，738
　円
　444
1，269
1，571
1，253
工，503
　613
市町村税
人劇金額
　　入
36，865
19，8Dl
±2，213
±4，852
13，590
10，621
　　円
44，895
40，614
24，l19
26，920
17，225
4，323
　注）　『岡山県統計年報』各年度による。
　この時期の町村内住民からの町村会，町村長への請願，訴願，陳情，県知
事・県参事会，郡長・郡参事会等への陳情訴願等は多々あったとみられてい
　ノ
る。ただ岡山県下のばあい県庁資料の戦災による焼失のため僅かにしかこれ
を知り得ず，村役場倉庫に残された議会関係綴や生存者の聞きとりなどから
僅かにこれを知り得るに過ぎないことである6戸数割課税のあり方にみられ
るいわゆるミ細民重訳ミといった戦前地方税の大衆課税化への住民階層から
の抵抗の一つの指標は，この時期の租税滞納者数と滞納金額の増加の趨勢に
あらわれているといえよう。第26表で岡山県下における租税滞納処分状況を
みると，国税・県税・市町村税ともにこの時期に多くなる趨勢がみられるこ
とである。これは，この時期の農村を中心とした不況をも反映するものであ
ろうが，とくに県税戸数割の滞納処分は1908～9年頃にかけ人員・金額とも
に増加していることから凡その傾向を伺い知ることができるのである。この
点は，次にのべる山口県下町村のケースにかなり鮮明に伺い知ることができ
るのである。
戸数割賦課の公平を要求する運動があり，昭和初期に最も激化したことが明らかに
されている。こういつた要求は小作・小自作農民から自小作農民層をも運動にまき
こみ，農民運動の形態を多面化させたのであった。
　　　　　　　　　　　　　一37一
　38
　3．山口県下における戸数割賦課問題をあぐる村民訴願の状況
　最後に以上の点を山ロ県下の事例によってみよう。当時，山口県下でも市
町村戸数割賦課等をめぐる住民訴願，行政訴訟には多数のケースがみられ
た。まずこの時期の山田県町村歳出の推移からみておこう。第27表は町村歳
出と教育費の関係をみたものであるが，1907～12年度頃まで教育費の伸びは
かなり大きく町村歳出の4割を上まわっていることである。こういつた経費
の漸増に対して町村税も漸次拡大したが，町村税総額のうち県税戸数割付加
税が80％前後を占め，ユ913年度まででかなりの賦課額の拡大をみていること
が分るのである（第28表参照）。ちなみに1907～16年度までの，人ロ1人当り
国税，県税，市町村税の負担額を比較してみよう。第29表にみる通り1907年
度では1人当り直接税負担額は第1位国税，第2位市町村税，第3位県税の
順序となっているのに，1912～3年度には市町村税の負担額が国税を追いぬ
いてトップに立ち，以後市町村租税負担の部課がつづいていくことになるの
第27表　山口県町村歳出と教育費の比重 第28表　山口県町村税の状況
年劇高島額1うち諮韻・／・
1907
工908
1909
！910
1911
19ユ2
19工3
1914
1915
工916
　　　円
！，982，226
2，349，277
2，642，042
2，850，379
2，896，030
2，881；770
2，955，5U
2，945，367
2，837，972
3，019，067
　　　円
　896，996
1，082，819
ユ，ユ36，653
1，137，902
1，160，414
ユ，182，87ユ
1，IOI，754
1，074，047
1，036，560
1，1ユ．0，285
　％
45．3
46．1
44．7
39．9
40．1
4ユ．0
37．3
36．5
36．5
36．8
年劇総囚鞠細鱗1・／・
1907
1908
1909
1010
1911
1912
1913
19工4
ユ915
1916
　　　円
1，333，269
1，600，747
1，77ユ，g78
！，896，065
2，039，179
2，169，282
2，186，747
2，172，193
2，　U9，　292
2，220，197
　　　円
1，073，667
1，312，！34
1，438，683
1，512，620
！，622，855
ユ，715，451
1，726，331
1，699，439
ユ，669，928
1，768，126
　％
80．6
82．0
81．2
79．8
79．6
79．ユ
78．9
78．2
78．8
79．6
注）　『山口県の統計百年』，昭和43年
　により作成。
注）前掲r山口県統計百年』による。
一38一
明治末町村財政における戸数割課税の展開（1D　39
である。
　こういつた教育費の増加は，国家
的課題としての義務教育年限延長に
ともなう生徒数，学級数の増大など
を反映した増加教員の確保，児童の
就学・出席率の向上策，県知事・郡
長などによる天皇制国家主義教育の
徹底化など教育におけるイデオロギ
ー政策の徹底までともなうものであ
ったが，何よりも，市町村財政を圧
迫し，とくに年限延長後の1910年に
は資力薄弱な農村財政にあっては，
「義務教育ヲ延長シタル為，教育費
膨大シ町村ハ非常二困難セリ」とし
て県議会で問題となり，
　　（1）
つた。山口県下では，
校の位置をめぐる訴願，
割の賦課方法，
いしは郡長宛，
であろう。
　いま，
第29表人口1人当り直接税負担額
　　　　　　　（山門県，円）
年度総額国税郵税岡村税
1907
19D8
1909
1910
1911
19！2
1913
1914
1916
！916
　円
4．469
4．852
5．010
5．018
5．218
5．348
5．341
5．187
4．932
s．26g
　円
2．140
2．261
2．227
2．060
2．084
2．166
2．113
2．062
1．888
1．983
　円
O．959
0．973
1．020
1．090
1．161
工，092
工．083
1．076
1．046
1．156
1．370
ユ．627
！．763
1．859
］．973
2．090
2．145
2．058
1．998
2．129
　　　　　　　　　　　　注）前掲資料による。
　　　　　「県当局も教員俸給の国庫支弁制度を望む」程であ
　　　明治末のこの時期から大正初期までの時期に尋常小学
　　　　学校校舎改築などにともなう町村税賦課，村税戸数
県税賦課などをめぐる不服の住民訴願が当時の山口県知事な
町村長町村議会宛にかなりの数がみられる事実からも明らか
　　　明治末期から大正をへて昭和初期に至る山口県下の町村住民による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）行政訴訟・訴願の状況を山口県所蔵の資料によって整理してみよう。1901（明
（1）　山口県文書三編，『山口県政史』，上，昭和46年，792～806頁。
（2）　山口県文書館所蔵の県庁，市町村関係文書には，明治末・大正・昭和期の住民の
　　訴願，訴訟異議に関する書類綴がみられる。これを整理してみると，第30表の通り
　　最も多いのがその他雑件をのぞいて市町村会議員の選挙資格，被選挙権，選挙当選
　　効力に関するものが247件中93件もあり，つづしfて県税並びに村税（戸数割をふく
　　む）賦課問題が72件とつづいて多く，下戻林野に対する入会権を中心とした林野紛
　　争が計ll件，・教育行政関係が3件とつづいて多くなっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　一39一
40
第30表　山口県下住民による行政訴訟，訴願件数の推移 （1901－v1930）
下戻林i駒ビ対
する入会権
その他の林野
問題
郡教育行政・
教育費関係
県税並びに村
税不当賦課
戸数割賦課
市・町村会議
員選挙
同上議員資格
問題
そ　の　他
合　　　計
1901・一v
　　l905
（明治34
　r－38）
　　　件???
41
1
?
1906tv
　　l910
（明治39
　r－43）
　　　件?
1
????
????
1911tv
　　l913
（明治44
～大正2）
?）??
??
　1914N
　　　l9工7
　（大正3
　　　一一6）
件　　　件
???
????
1918ev
　　1922
（大正7
　t－ll）
　　　件
l1
2
2?
5
??
1923ev
　　1926
（大正12
～昭和1）
　　　件
7
51
8
???
1927rli－
　　1930
（昭和2
　　rv5）
　　　件
?
??
4
?）??
合　計
（1901・v
　l930）
??
??????
?（??
?
　注）山口県文書館所蔵，行政訴訟，訴願関係資料により作成。郡教育行政・教育費
　　関係，村税不当賦課，戸数割賦課は，訴願の表題により分類したため内容では重
　　黙している場合がある。
治34）年から1930（昭和5）年に至るいわゆる自治紛争と呼ばれるものにつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かれいいてみると第30表にみる通り，まず日露戦争から明治40年代初頭まで下戻林
野に対する入会権iやその他の林野問題に関する住民訴訟がある。下戻林野問
題というのは，1888（明治22）年の市制，町村制の公布のさいの町村大合一
時に権力的に統一された入会林野を1902（明治35）年6月下戻し，山口県が
国の方針に従い，行政町村の基本財産として経営増殖させ，いわば町村自治
の強化を計ろうとしたことに発する紛争をさしている。整理区分を中心に示
された県の下戻林野対策は，結局のところ，部落を単位とする利用慣行を否
定し，林野収益を町村の基本財産に繰り込むことをねらいとしたため，整理
にさいして地区住民の抵抗も少なくなく，たとえば，厚狭郡厚西村のよう
に林野の処分をめぐって村長と村会が対立するという紛争も起っているので
　　　　　　　　　　　　　　　　　一40一
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ある。こういつた下戻林野の利用権をめぐる部落住民からの訴願はまず行政
町村長に向けられ，そこで解決せず，さらに上長，県知事へと向けられた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）こういつた紛争は1908（明治42）年頃まで続いた。
　つぎに小学校教育行政をめぐる郡長，町村長の方針に対する部落住民から
の訴願がある。これは，学校の位置をめぐる問題と共に県税ならびに村税不
当賦課の形をとるものもあり，村税の大宗を占める戸数割賦課の在り方への
不満となってあらわれる場合もあった。村税とりわけ戸数割賦課への不満は
明治末の新市制・町村制前後までと，第一次大戦後から大正末までの時期，
1926年の府県税戸数割の市町村独立税化の時期以降にかけてかなり多くなっ
ていることが注目される。他に市・町村会議員選挙，並びに地主有産者の議
員資格の問題に関する紛争が一貫して多くなっている。
　いま教育行政とその負担問題，県税ならびに村税戸数割賦課をめぐる村民
訴願の事例についてみよう。
　（1）その第1例は，尋常小学校の位置の指定の不当ならびにこれをめぐる
町税賦課をめぐっての熊毛郡平生町第40番屋敷の平民農松田軍一ならびに同
町宇佐木平民農小野本芳之助の二人を総（惣）代とし，ほか13名の農民によ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）って1911（明治44）年10月28日行われた訴願がある。この要求は，それより
前の．1904（明治37）年11月1日熊毛郡長の指定した小学校の敷地の位置が不
適当な事，したがって，この位置における校舎建築の資金を1911（明治44）
年度予算に計上しその第1期町税を賦課したのは不当なのでこれを撤廃して
ほしいとの要求であった。この訴願は，まず同年6月28日，平生町長宛に提
起されたが，同町長はこれを「侮辱誹毅二等ル」ものとし，訴願法の趣旨に
反することを理由に受理しなかった。そこでこれを：不服とし，同年8月更に
（3）明治末期までの山口県下の公有，林野の整理と下戻林野の入会権をめぐる部落住
　民と行政町村との紛争については，前掲，r山口県史』上，627～630頁参照。
（4）　山自県文書三蔵，行政訴願綴第4号（工911），町税賦課二関スル訴願裁決ノ件
　　（熊毛郡長），などによる。これは小学校の位置をめぐる町内部落住民からの不服
　　であるが，その背景には町税負担の重圧問題があった。
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熊毛郡参事会に対し訴願したものであった。郡参事会は，「町長二於テ受理
セサリシバ其ノ当ヲ得タルモノト云フヲ得サルモ町立尋常小学校ノ位置ハ法
令ノ規定二元ヒ正当ノ手続ヲ経テ指定シタルモノナルニ依リ」これを不当と
する理由はないと却下の裁決をしたのであった。しかし，訴願者農民側はこ
の裁決を不服とし，再度に及び山口県知事宛に「敷地変更ノ上申」をしていた
のであったが，その上申中に，この問題が末だ確定しないうちに町当局者が
「学校新築二関スル予算」を計上し町会をして之を決議させたのは「其賦課
ノ順序ヲ誤りタル不法ノ徴税ナリ」というのが第1の訴願書の理由であっ
た。訴願書には第2の理由として，．「学校新築費ヲ衛生上其他不適当ナル箇
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ママ二二建築シ子弟ヲシテ身体ヲ三二ナラシメ且ツ神（身）心ヲ三三ナラシメン
トスル用途二使用セントスルハ平生町ノ利害ヲ無視シ其用法ノ誤りタル不当
ノ賦課ナリ」とのべ，第3に，　「小学校令其他国家ノ要求卜町民ノ希望二反
スル位置二学校ヲ建築セシが為メ徴収スル町税ハ不可ナリ」とのべているの
である。
　これに対して，当時の山口県参事会，山口県知事は，　「町村制第百十条二
三リ之ヲ受理シ審査ヲ遂クル所」まではこれを行ったが，この裁決は，「町
立尋常小学校ノ位置ノ指定ハ二二ノ職権二二シ之ヲ理由トシテ小学校新築費
賦課ノ当否ヲ論シ得ヘキモノニアラス」という理由によって，9月26日能毛
郡参事会の為した裁決を「取消スヘキ限二二ラス」としたのであった。ここ
にも，訴願の手続までは認めたとしても，いったん決めた行政的決定を変更
することをしない当時の郡参事会郡長，県参事会県知事の官僚的行政姿勢を
みることができるのである。
　〈2）第2例は，県税並びに村税戸数割賦課に関しその等級の高いことへの
　　　　　　　　　　　　　　　くの不服に関する訴願についてである。すなわち豊浦郡川棚村の室田与治右衛門
（5）　行政訴願綴，第7号（1911），県税並村税賦課二関スル訴願，として豊浦郡川柵
　村藤原リヨからのもの，行政訴願寸言8号（1911），村税滞納処分二関スル訴願と
　　して，同村室田與次右衛門からのものなどがみられるが，後者のばあいをとりあげ
　た。いずれも戸数割賦課にかかわっている。
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という人から1911（明治44）年10月18日に出された訴願がある。この人の身
分は士族農としているが，村で酒造業を営むが失敗した困窮者であった。こ
の訴願は，　「其ノ賦課セラレタル県税戸数割ノ等級高キニ失スルヲ以テ之ヲ
低減セラシムコトヲ訴願ス」というのであったが，その経過は，　「賦課セラ
レタル村税戸数割ノ等級高キニ失スルヲ以テ川棚村長代理武永金輔助役二異
議ノ申立ヲ為シ之が低減ヲ求メタルニ川棚村会が之ヲ不等ノ等級ト認メズト
ノ決定ヲ為シタル八不服ナルヲ以テ更二該決定ヲ取消シ等級低減ノ裁決アラ
ムコトヲ求ム」とするものであった。これに対して川棚村会は明治45年7月
lO日これを認めずとしたのであるが，このことに対する川棚村長吉田謙介の
山口県参事会長県知事馬淵鋭太郎宛の1912（大正元）年8月28日の弁明書は
次のごときものであった。
　　「訴願人ハ相応ノ不動産ヲ所有スルヲ以テ之二十四等ノ賦課ヲ為シタルハ
　他ノ同等級者卜対照スルモ決シテ不当ノ等級ト認メズト云フニ在リ依テ町
　村野冊百十條二依リ之ヲ受理シ審査ヲ遂グル所村税戸別割ノ野晒戸数割ノ
　附加税ナルヲ以テ四丁戸数割ノ等級二応ジテ村税戸別割ヲ賦課スルハ毫モ
　違法又ハ錯誤アリト認ムベキモノニ非ズシテ縣税戸数割ノ等級ノ当否ヲ決
　定セサル限ハ村税戸別割ノ等級の當否ヲ論ジ得ベキモノニ非ス以上ノ理由
　二依リ裁決ヲ為スコト左ノ如シ明治45年7月10日川棚村会ノ為シタル決定
　ハ取消スベキ限ニアラス」
というのであった。よって1912（大正元）年8，月28日，山口県知事はこれを
　　　　　（6）却下している。もって戸数賦課に対する県知事の行政姿勢は明らかであろ
（6）この間の事情を今少しくわしくみると，この室田與次右衛門という人は，酒造営
　業中であったが失敗したにもかかわらず戸数割を賦課されて強制執行し財産差押の
　手続きとなったのであった。そこで「実二：不正ナル取扱ヒト存論点レナレバ実際ノ
　所得ヲ基礎トシテ事実ト情況ヲ斜酌シ法ノ許ス限りハ減少相成ルハ当然理由ナリト
　　ス…特別事情ニヨリ戸数割等級ノ引下ゲ公明ナル御所置」を下されたいとするので
　　あったが，これに対する，川棚村会議長，川棚村長代理助役武永金輔は次のごとき
　　ものであった。すなわち「本村賦課等級数一一拾七等ニシテ平均等級十六等二当リ
　本人ハ十四等ノ賦課ヲ受クルモ相応ノ財産ヲ有シ同等級ノ者ト対照スルモ決シテ不
　　当ノ等級トハ認メズ元来本人等級ハ明治44年度前期以前ノ九等ナリシが同年度後期
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う。
　⑧　その第3例として，いまひとつ，村税戸別割賦課額を不当とする訴願
　　　　　くア　の例をみよう。豊浦郡彦嶋村彦嶋の藤原謙治は，1913（大正2）年3月27日
彦嶋村会議長村長植田謙輔宛に次のような趣旨の「戸別割村税賦課不当額に
付訴願」なるものを提出している。すなわち，その要点の第1は，彦嶋村の
村税戸別割大正元年度後期第二期分賦課額金5円69斐は，自己の生活状態に
対比し不当の賦課であること，第2に，この後期第二期分村税戸別割の内に
は，小学校建築費に繰入し使用した村基本財産，本年度より向う3力年間に
おいて積戻すべき本年度金額l150円の4分の1を加算徴収すと付記してある
が，これは如何なる理由に基づくのか，第3に，小学校建築請負人の藤下な
る者が契約に背き違約金1500円を村に納入すべき筈なのに村は之を免除した
のが事実なら村民の権利を無視して不相応の戸別割を賦課徴収し請負人を利
するものであるから，　「彼是ヲ参酌シ正当ニシテ自己ノ負担二三へ得ヘキ適
当ノ賦課額二変更セラレタリ」というのであった。
　こういつた納税者の異議の申立てに対して，村議会議長兼村長は，第（1）の
理由については，町村税の賦課は町村制第97条によって特別税以外は国税，
府県税の付加税しかあり得ない。また，町村税戸別割の本税たる県税戸数割
は，府県三三109条に基づき明治41年3月，山口県令第12号県税賦課規則第
22条により町村内各納税者の賦課額の議定をなさねばならないものであり，
「其賦課額ノ編制三二付テハ法律上何等限定スル所ナクー二村会ノ評決二任
スヘキハ敢テ言ヲ挨タサル所」なので，大正元年度の各戸賦課額も県税戸数
割賦課規則の命ずるところに従い大正元年10月20日適当に議決を終り，村税
もこの決定に一定の賦課率を付加したものであるから申立人が単に自己の生
　分ヨリ拾四等二繰下賦課シタルハ毫モ違法ノ所為ニアラズ（明治45年7月IO日）」
　　というのであった。もって戸数割賦課は，貧農のみにとどまらず，酒造業等村の中
　上層農資産者にも苛酷な負担となったであろうことはこの一例からも明白といえよ
　　う。
（7）行政訴願綴第ll号，村税戸別割賦課二対スル訴願（1913）による。
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活状態の如何を根拠として不当を訴えるのは根拠がないものであると，主と
してその手続論の正当性をもってこれを否定するのである。
　第2に，小学校建築に際し村基本財産現金の繰入使用に用うること，また
予定の年期を限って村会の議決をへており，積戻しの年期中には「其賦課ヲ
村税戸別割二期待シッ・アルコトヲ標榜シタル迄」なのでこの一事を以て不
当賦課の理由とするのは当らないとし，
　第3に，小学校建築請負人藤勝の違約金云々については，　「一層皮肉ノ言
辞ヲ弄スル所」とし，　「本件ノ如キ事件二三町村制其他二於テ何等異議訴願
訴訟ヲ許シタルノ法文ナキノミナラス仮令之レアリトスルモ右事実（金額二
三テ申立ノ額卜差違アリ）ハ明治40年8月前二於ケル事件ニシテ畢意町村制
第百四拾条ノ期間ヲ経過シ居ルモノナルヲ以テ敢テ辮明ノ必要ヲ認メズ」と
して，結局，大正元年度村税戸別割後期第二期分の賦課額は，　「適当ノ手続
ヲ経テ賦課シタル所ナルヲ以テ敢テ申立要求ヲ容ルルノ限りニアラス」と村
会議長村長名において3月18日結論を下したのであった。
　一方，藤原謙治は，村会の決定を不服とし山口県参事会委員長山口県知事
馬淵鋭太郎宛にも書面にて訴願したが，県知事は，1913（大正2）年4月28
日，　「決定ノ処分ヲ為シタル行政庁（村会村役場のこと…筆者注）ヲ経由セ
ズシテ訴願ヲ提起シタルハ適法ノ手続二違背スルモノト認メラレ候条…右ノ
理由二二キ訴願法第9条第1項二依リ之ヲ却下ス」としている。つまり終始
訴願法の手続論をたてにこれを却下しているのであり，ここにも戸数割賦課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くのをめぐる県知事の行政姿勢のあり方を見ることができるのである。
　（4）第4例として，兄弟が甲村に居住し，その弟が隣の乙村にて商店を経
営しているばあいに甲，乙両村から同一人が戸数割を賦課されたことを不当
（8）　当時の住民訴願は，訴願法，町村制等によっていわば恩情的に受けつけてはいる
　が，租税に関する訴訟の殆んどは，却下されており，住民自治は外見的なものに過
　　ぎなかった。その却下の理由は，手続論などを理由とするものが多く，県庁では内
　務部庶務課が担当していた。また，訴願者の住民階層では必ずしも貧農出身層に限
　　らず；中農層やとくにその困窮階層とみられるものからも多く出されている。
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とする訴訟がみられる。即ち熊毛郡三井村に住む大工職兼農業藤井清滝（戸
主）と右弟の農業兼商業藤井熊一は，同郡島田村商店街に看板を出し店を開
店していたところ，三井村は戸主藤井清浪に対し県税戸数割66菱，村税戸数割
付加税3円89美を賦課した。一方島田村も「市ノ中央＝於テ藤井兄弟が中流
以上ノ商店ヲ有シ付近町村へ広告書ヲ配付シ立派ナル看板ヲ掲ケ且郷土慣行
ノ組入（注…10人組などのこと）ヲ為シ其売上高モ相当ニアリテ利益モ不二三
二雨夜二二シテハ寝食ヲモ為スヘキ見込ニテー戸ノ体裁ヲ為シ居ルモノト認
メ」るという理由で同じく藤井清浪に県税戸数割70曵，村税戸数割付加税3円
94麦；を課したのであった。弟の藤井熊一はこれを不当として1915（大正4）
年熊毛郡長に訴願しつづいて山口県知事黒金泰義に訴願したが，県知事は訴
願を受けつけたものの県内務部長野口淳吉名で，異議申立人藤井熊一には
県税戸数割並びに同付加税の賦課をしていないこと，また村税の賦課につい
ては県知事に申し立つべきでないことを理由にこれを却下して終ったので・
ある。つまり，戸数割は，村内で一戸を構える者には，その所得の発生が如何
なる状況のもとでみられようとも構戸者として賦課さ回るという課税対象，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くの課税標準のきわめこてあいまいな税としても機能したのである。
　以上みたように，山口県下町村では，1912（大正11）年の県税戸数割制度
の改正の時期までこういつた教育財政，戸数割の賦課をめぐる町村内大字地
区（部落）住民の町村会・町村長宛の請願，　さらには町村当局をこえて郡参
事会・郡長宛の訴願，県参事会・県知事宛の訴願，請願があいついでいる。
　これらは，行政町村内部の行政中心地域とそれ以外の村落地域との矛盾，
町村住民における中下位階層農民と戸数割賦課等村の重要な行政を決定する
町村支配層との矛盾，さらにはこの政策を支持し支えている国の出先機関と
（9）　山片下参事会議長山口県知事黒金泰義の提出した調停の決定書をみると，「本申
　’立人ハ大正4年歯期分県税戸数割及村税戸数割付加税ノ賦課二百異議ノ申立ヲ為シ
　タルモ申立人ハ県税ノ賦課ヲ受ケタル者二非ラス又村税ノ異義二付テハ知事二申立
　ツヘキモノ小風ラス依テ本申立下之ヲ却下ス」と記されている。訴願の扱いが如何
　に官僚主義的，外見的扱いであったかは明らかであろう。
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しての県・郡庁官僚層のもたらす政策との矛盾であったが，それらの訴願には
町村内大字総代や住民何名かの連名の形をとった不服・訴願の申し立てもあ
った。しかし’，中には個人による単発的なものも多く，この時期になおそうい
った訴願が住民運動の形とはなりにくく，制度や体制をゆさぶるに至るまで
の住民側の力量としてはなお形成されていたとは云えないことであろう。つ
まり，戸数割をめぐる農民階層を中心とした地方税闘争はなお一定の階層的
運動にまではなり得なかったとしても，帝国主義政策にともなう国内統合政
策の進展は，同時に町村内住民諸階層との矛盾・対抗関係の深まりを内包せ
ざるを得なかったことが知られねばならないことであろう。
4　むすびにかえて
　以上，明治末，とりわけ日露戦争前後からのわが国町村財政における教育
財政の展開を中心にして町村戸数割賦課の問題を，西日本の岡山県，山ロ県
下の町村の事例を中心に検討を加えてみたのであった。それは，1900年代に
おいて日本資本主義の早熟的帝国主義の形成化とそれがもたらす国内諸政
策，国民統合化政策のもとでの町村教育財政経費の膨張→町村税拡大とりわ
けその中軸を占める町村戸数割賦課の著しい拡大をもたらし，町村住民負担
の激化を招き政策の矛盾をとりわけ国家権力の末端機関としての町村自治の
局面において顕在化させつつあったことであった。ここで，この時期の町村
税戸数割課税をめぐる地方自治問題への視点についての一つの結論と，大正
末・昭和初期地方自治変貌問題への展望を得ておくことにしたい。
　第1は，！878（明治ll）年の地方税規則（太政官布告第19号）にはじまる地
：方税戸数割が府県税として位置づけられ，市町村付加税として徴収されるば
あい，この税の本質がどの辺にあるかが問われることになろう。それは，少
くとも1921（大正10）年の市制・町村制の改正までは，法令上課税標準の殆ん
ど明らかにされないままに推移したいわば「得体の不明瞭なままに放置せら
れていた地方税」　（田中広太郎，　r地方財政提要』大正13年，17頁）だった
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のであり，地租地価割の如き外形標準の明確な税でもなく，また営業税の如き
ミ収益税ミ的要素も明確にされないままの税として，付加税制限率も定めら
れない税として，また町村有力地主層の恣意の入りやすい「見立割」を算定の
基礎におく税として，まさに「半封建的」地主制支配を補完し町村自治の経済
的基盤をなす税として機能したことであった。それは，イギリスの地方自治の
物質的基盤をなすレイト（rates，土地や家屋などに課せられる不動産課税）と
比較しても，外形的には一見類似した側面を有しながら，この税ともかなり
異なり，後進国型の付加税制度下わが国独自の地方税だったことである。
　第2に，1921年の府県税戸数割規則制定以降も，戸数割の算定基礎は，一
戸を構える者の所得額と住家坪数が定められたとはいえ，さらに資産の状況
が二二されるなど，人税的，物税的，人頭税的，資力税的要素をもつと共に，
さらには財政窮乏下地方税全般の補完税としての役割をも持たされていtc税
でもあった。
　第3に，上記の性格を有する戸数割課税は，中央財政の軍事化にともなう
国政事務費の地方委任や帝国主義的な国内統合化政策のもと増大する町村経
費を支えるにさいし帝国主義的な国家権力にとって最も好都合な託宣な地方
税として機能したことであった。それはまた，町村税戸数割付加税率の極限
に近いまでの重課，負担の地域的不均衡，折からの農村疲弊の状況ともかか
わって，零細小農民への大衆課税的性格といったわが国戦前期地方税がもつ
ミ細．民重課ミの特質を最も鮮明に描いていた税でもあったのである。
　第4に，町村自治・財政の諸過程における意思決定をめぐる住民の諸闘争
をめぐる問題がある。画一的な教育行政の遂行や国の委任事務の押しつけと
負撫問題をめぐっては，行政町村当局をはじめ，また行政町村の政策を指導
し監視していく国の出先機関としての性格のつよい郡参事会・郡長一教育行
政や地方改良運動の指導を直接行っていた一や県参事会・県知事一上記のような行政
のほかに戸数割賦課の指導に当る一のめざす方向と，町村内住民との財政の意思
決定をめぐっての矛盾・対立がしばしば生み出された。これは，町村会議員
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・町村長など行政町村の支配層である村内有力地主層対自小作・小作農民層
との戸数割賦課決定をめぐる対立の激化の問題であり，また行政町村の行政
や統合化政策の補完組織として位置づけられた自然村＝村落共同体的秩序内
部からの意志決定への反挑・矛盾を必然的に生み出さざるを得ないことであ
った。岡山県下やとりわけ山口県下にみるこの時期の住民訴願・訴訟のあら
　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）われ方がそれを裏づけるものであった。
　第5に，明治末の農村疲弊・小作争議，上記にみる農民の戸数割をめぐる
村落内での諸闘争と町村財政の矛盾の拡大は，政府の行政町村を中軸とした
上からの新たな地方自治・財政政策への対応を必然化せざるを得ない。1911
（明治44）年桂内閣（内務大臣平田東助）のもと制定せられた新市制・町村制
による町村執行機関の強化策，町村会などの要望にもとつく1918（大正7）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）年の町村財政救済のための市町村義務教育費国庫負担法の制定一特定補助金
に町村財政調整目的を加味した制度一r，大戦後1921（大正10）年の府県種戸
数割規則の公布，そして，1926（大正15）年の税制改革にともなう戸数割の
市町村独立税化といった一連の法的規制と対応の事態は，戸数割課税にみら
れる町村財政破綻と負担の矛盾・住民側の闘争への行政的・社会政策的「対
応」であり，一面では国民「統合化」への段階的意味を有するものとしても
　　　　　　　（3）機能したのである。
　いわゆる大正デモクラシー期における「強化された地方自治」の内実は，
農民層の生産力向上ともかかわりつつ形成されていった町村自治をめぐるか
かる矛盾・対抗の漸次的な拡大を意味したことであった。町村税戸数割賦課
（1）　とくに岡山県南では，先にみた上道盟神根村の例にみられるように戸数割課税の
　　公平をめざす農民闘争がとりわけ昭和初期に激化している。
（2）　これには全国町村長会，帝国連合教育会などからの全国的な陳情運動が大きく作
　　用し，これへの行政的対応となった。ちなみに全国町村長会は1910（大正9）年5
　　月21・22日，中央報徳会のあっせんによって創立をみたのである（『全国町村会50
　　年史』，昭和47年刊；12－19頁）。
．（3）　こういつた点への指摘については，前掲拙稿をあわせ参照せよ。
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の不平等をめぐる以上にみた諸矛盾のひとまずの解決と地方税・財政「民主
化」への課題は，　「戦後改革」の時期にまで持ちこされざるを得なかったこ
とがあわせ銘記されていなければならないのである。
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